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〔
告

示
〕

〇
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
第
三
十

六
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
基
づ
き

主
務
大
臣
を
指
定
し
た
件

（
内
閣
府
二
六
二
）

J

〇
除
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

（
法
務
四
〇
六
）

〇
原
戸
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

（
同
四
〇
七
）

〇
容
器
包
装
に
係
る
分
別
収
集
及
び
再
商
品

化
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
第
十
八
条
第

四
項
の
規
定
に
基
づ
く
自
主
回
収
の
認
定

の
取
消
し
に
関
し
て
公
示
す
る
件

（
財
務
・
経
済
産
業
・
環
境
一
）

〇
遺
伝
子
組
換
え
生
物
等
の
使
用
等
の
規
制

に
よ
る
生
物
の
多
様
性
の
確
保
に
関
す
る

法
律
に
基
づ
く
第
一
種
使
用
規
程
の
承
認

の
件
（
厚
生
労
働
・
環
境
二
）

〇
船
舶
安
全
法
施
行
規
則
第
二
条
第
二
項
第

六
号
の
水
域
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正

す
る
告
示
（
国
土
交
通
九
一
一
）

K

〇
小
型
船
舶
登
録
規
則
第
二
条
第
五
号
の
水

域
を
定
め
る
告
示
の
一
部
を
改
正
す
告
示

（
同
九
一
二
）

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

J
I

会
社
そ
の
他

L
I

〇
建
築
基
準
法
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
確
認

検
査
機
関
の
指
定
等
を
し
た
件

（
同
九
一
三
）

〇
船
舶
安
全
法
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し

た
件
（
同
九
一
四
）

L

〇
海
上
保
安
庁
の
船
舶
の
番
号
及
び
標
識
の

一
部
を
改
正
す
る
告
示

（
海
上
保
安
庁
一
〇
九
、
一
一
〇
）

〇
航
路
標
識
に
関
す
る
件

（
同
一
一
一
〜
一
一
四
）

〇
海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
を
実
施
す
る
件

（
防
衛
一
七
六
〜
一
八
三
）

O

〇
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
の
評
価
の
業
務

を
行
う
事
務
所
の
所
在
地
等
を
変
更
し
た

件
（
近
畿
地
方
整
備
局
一
五
九
）

P

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
一
九
七
〜
一
九
九
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
一
二
三
、
一
二
四
）

Q

〔
国
会
事
項
〕

Q

〔
人
事
異
動
〕

会
計
検
査
院

最
高
裁
判
所

Q

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
京
都
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
一
）

R

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁建

築
士
懲
戒
処
分
関
係

R

˜
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